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高齢化の進行する地域における要介護原因疾病の変化
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目的 高齢化が急速に進行している地域において，高齢者人口の増加に伴う要介護原因疾病の変化

を明らかにすることを目的に，5 年前の要介護原因疾病との比較検討を行った。

方法 札幌市南区において2018年度に新規要介護認定を受けた第 1 号被保険者2,538人および2013

～2014年度に認定を受けた第 1 号被保険者4,089人が対象となった。

主治医意見書に記載された疾患名を国民生活基礎調査の介護票の疾病分類に基づいて分類し

て原因疾病として用いた。調査年度間の原因疾病の割合を x2 検定を用いて解析を実施した。

結果 5 年間の比較では男性は原因疾病の比率に統計学的有意な変化を認めなかった。女性は脳血

管疾患の比率が7.8から5.6に減少し（P＝0.008），骨折・転倒の比率が9.5から13.8に

増加し（P＜0.001），いずれも統計学的有意であった。

介護度が重度になる疾患について男性は 5 年間では変化がなく，悪性新生物が最も多く，次

いで脳血管疾患であった。女性は骨折・転倒が10.5から17.7に統計学的有意に増加し（P
＝0.002），原因として最も多くなった。女性の骨折・転倒に関しては介護度が軽度の群でも

9.2から12.5と統計学的有意に増加していた（P＝0.004）。

結論 5 年間の経過で女性の骨折・転倒が増加し，予防対策を早期から開始することの必要性が示

された。健康寿命短縮の要因となる原因疾病には悪性新生物，脳血管疾患の生活習慣病の関与

が大きく，健康寿命延伸において生活習慣病予防の重要性が改めて示された。
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 緒 言

我が国の高齢化の進行は速く，地域においては少

子化の急激な進行に伴う人口減少の一方で高齢者人

口のみが増加している。高齢者の多くは住み慣れた

地域で居住し続けることを希望しており1)，そのた

めには自立した生活を可能とする健康状態の維持が

求められている。地域コミュニティ活動の役割の担

い手が減る中で高齢者が担い手として重要になって

おり，参加者が増えることが地域の活性化において

も必要である。そのためにも健康寿命の延伸は早急

に解決すべき重要課題となっている。

健康寿命短縮の要因を探求することによって地域

の特性に合ったリスク低減の方策を検討することが

健康寿命延伸対策上重要である。健康寿命の指標と

して介護保険データを用いた「日常生活動作が自立

している期間」が補完的に活用されていることを鑑

みても，要介護の原因となる疾病に着目することは

健康寿命の短縮要因を検討する上で重要と考えられ

る。我が国の要介護の原因疾病は国民生活基礎調査

によって報告されているが，この報告は調査時点で

要介護状態の人を対象としており，要介護認定を新

規に受けてから時間が経過した人の原因には認定後

に合併した疾病や新たに発症した疾患も含まれる。

健康寿命短縮の原因疾病を明らかにするためには新

規に要介護状態になった人のみを対象として分析を

することが有効と考えた。

筆者らは地域における健康寿命の短縮要因となる

要介護状態について，2013，2014年度に札幌市南区

における新規要介護認定者の原因疾病の分析を実施

した2)。この研究では介護度が重度となる要因につ

いて，介護認定者の客観的な原因疾病の情報を主治

医意見書を用いて分析し，国民生活基礎調査で報告

されていた重度の介護原因3)に加えて健康寿命短縮

の要因に悪性新生物の関与が大きいことを報告した。

この結果に基づき，同地域において重点的な生活
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習慣病予防の教育啓発活動等を実施してきた4)。最

初の調査から 5 年が経過して，その間に高齢化率が

27.8から33.6に上昇し，介護保険認定件数は

7,337件（2013年度）から7,152件（2018年度）とほ

ぼ横ばいであった。このような中，今後の地域にお

ける健康寿命延伸施策を検討する上で，高齢化率の

上昇がどのように要介護原因疾病に影響するかを示

し，現状の対策における課題を明らかにすることを

目的として2018年度に再度，要介護原因疾病の分析

を実施した。5 年間を経過する中での変化を明らか

にすることで，効果的な予防対策を構築し，今後さ

らに増加が予想される高齢者が健康寿命延伸を獲得

する方策を検討するための基礎資料とするための比

較検討を実施した。

 研 究 方 法

. 対象者

札幌市南区で実施された介護保険認定審査会にお

いて要支援 1 以上の認定を新規に受けた第 1 号被保

険者を分析対象とし，すでに認定済みの人は含めな

かった。2013年 4 月 1 日から2015年 3 月31日の認定

者は4,089人（以下「13・14年度」とする。），2018

年 4 月 1 日から2019年 3 月31日の認定者は2,538人

（以下「18年度」とする。）であった。札幌市南区は

2013年 4 月 1 日現在人口約14万 3 千人，高齢化率

27.8であり，2018年 4 月 1 日現在では人口約13万

8 千人，高齢化率33.6であった。

. 分析項目

分析には，申請時年齢，要介護度，性別，疾患名

を用いた。疾患名は主治医意見書にある「傷病に関

する意見」欄の診断名 1 欄に記載されたものを分析

項目として用い，国民生活基礎調査介護票5)にある

疾病分類に基づいて分類した。国民生活基礎調査介

護票の分類は「脳血管疾患」「心疾患（心臓病）」

「悪性新生物（がん）」「呼吸器疾患」「関節疾患」

「認知症」「パーキンソン病」「糖尿病」「視覚・聴覚

障害」「骨折・転倒」「脊髄損傷」「高齢による衰弱」

「その他」「わからない」となっているが，本研究で

は傷病に関する意見に不備があるものは除外したた

め，「わからない」はなかった。

「脳血管疾患」から「高齢による衰弱」までの12

疾病群のいずれにも該当しない疾患名のみが記載さ

れていた場合を「その他」とした。12疾病群に該当

する疾患名が複数記載されている場合には，各疾患

の介護原因に対する関連の強さを判断することがで

きないため，複数を並列に取り扱いそれぞれ計上し

た。

. 解析方法

調査年度間の年齢，介護度の差を明らかにするた

め，各変数については t 検定または x2 検定を用い

て解析を実施した。介護の原因となった疾病に関し

ては男女別に集計し，年代別（65～74歳，75～84歳，

85歳以上），介護度別（要支援 1～要介護 1 の群

（以下「軽度群」とする。）と要介護 2～5 の群（以

下「重度群」とする。））に分け，調査年度間の差に

ついて x2 検定を用いて検討した。原因疾病に関し

ては多重比較の疾病の組み合わせ数を BH 法を用い

て補正した有意水準と比較して分析を行った。

いずれの解析にも統計ソフト SPSS Ver.23 for

Windows を用いた。統計学的有意水準は 5未満

（両側検定）とした。

. 倫理的配慮

介護保険審査会資料から個人を特定できる情報を

削除した匿名化資料を分析に用いた。本研究は日本

公衆衛生学会研究倫理審査委員会の承認を得て実施

した（承認番号 日公15001 2015年 7 月 1 日承認）。

 研 究 結 果

. 認定者の概要

新規認定者の平均年齢は男性は79.9±7.08歳（平

均値±標準偏差）から80.8±7.23歳，女性は80.9±

6.93歳から81.7±7.05歳となり，統計学的有意で

あった（t 検定，男性 P＝0.002，女性 P＝0.001）。

年代分布は表 1 に示すとおりであり，男女とも13・

14年度と比較して18年度は80歳以上の割合が増加

し，男性では統計学的有意であった（男性 P＝

0.036，女性 P＝0.067）。それぞれの年度の中間時点

人口に対する新規認定者比率は表 1 に示すとおりで

あり，90歳以上では男性は11.9から6.7に，女

性は8.6から4.5となっていた。

介護度に関しては表 2 に示すとおり，男女とも

13・14年度と比較して18年度は要支援 1，2 の割合

が減少し，要介護 1 の割合が増加し，統計学的有意

であった（男性 P＝0.022，女性 P＝0.007）。

年代別の介護度群では男性はいずれの年代でも統

計学的有意な変化を認めなかったが，女性は75～84

歳で重度群の比率が16.2から21.5に増加し，統

計学的有意であった（P＝0.003）。

. 原因疾病

12疾病群に関しては表 3 に示すとおりであり，男

性は悪性新生物の比率が15.4から12.2となり，

（P＝0.023），骨折・転倒の比率が3.5から5.2と

なっていたが（P＝0.035），いずれも補正後の有意

水準では統計学的有意差は認められなかった。女性

は脳血管疾患の比率が7.8から5.6に減少し（P
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表 対象者の年代および人口に対する新規認定者比率

男 性 女 性

13・14年度
(n＝1,551)

18年度
(n＝1,023)

x2 検定
有意確率

13・14年度
(n＝2,538)

18年度
(n＝1,515)

x2 検定
有意確率

年代 人（) 人（) 0.036 人（) 人（) 0.067

65～69歳 147(9.5) 89(8.7) 166(6.5) 81(5.3)

70～79歳 534(34.4) 308(30.1) 847(33.4) 474(31.3)

80～89歳 758(48.9) 530(51.8) 1,253(49.4) 767(50.6)

90歳以上 112(7.2) 96(9.4) 272(10.7) 193(12.7)

対人口比    

65～69歳 1.4 1.5 1.3 1.2

70～79歳 3.4 3.6 4.3 4.4

80～89歳 9.8 11.9 10.2 10.8

90歳以上 11.9 6.7 8.6 4.5

13・14年度は2014年 4 月 1 日現在人口，18年度は2018年10月 1 日現在人口に対する比率

表 対象者介護度

男 性 女 性

13・14年度
(n＝1,551)
人（)

18年度
(n＝1,023)
人（)

x2 検定
有意確率

13・14年度
(n＝2,538)
人（)

18年度
(n＝1,515)
人（)

x2 検定
有意確率

介護度 0.022 0.007

要支援 1 393(25.3) 214(20.9) 787(31.0) 394(26.0)

要支援 2 281(18.1) 173(16.9) 551(21.7) 311(20.5)

要介護 1 373(24.0) 295(28.8) 631(24.9) 431(28.4)

要介護 2 248(16.0) 173(16.9) 268(10.6) 188(12.4)

要介護 3 98(6.3) 59(5.8) 124(4.9) 80(5.3)

要介護 4 73(4.7) 62(6.1) 104(4.1) 59(3.9)

要介護 5 85(5.5) 47(4.6) 73(2.9) 52(3.4)

年代別介護度

65～74歳 (n＝351) (n＝207) 0.972 (n＝452) (n＝238) 0.589

軽度群 225(64.1) 133(64.3) 345(76.3) 186(78.2)

重度群 126(35.9) 74(35.7) 107(23.7) 52(21.8)

75～84歳 (n＝780) (n＝477) 0.334 (n＝1,275) (n＝729) 0.003

軽度群 542(69.5) 319(66.9) 1,068(83.8) 572(78.5)

重度群 238(30.5) 158(33.1) 207(16.2) 157(21.5)

85歳以上 (n＝420) (n＝339) 0.731 (n＝811) (n＝548) 0.870

軽度群 280(66.7) 230(67.8) 556(68.6) 378(69.0)

重度群 140(33.3) 109(32.2) 255(31.4) 170(31.0)

軽度群要支援 1～要介護 1，重度群要介護 2～5
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＝0.008），骨折・転倒の比率が9.5から13.8に増

加し（P＜0.001），補正後の有意水準と比較して統

計学的有意であった。多かった原因疾病は，男性で

は比率の高い順に， 13・ 14年度は悪性新生物

（15.4），脳血管疾患（11.8），認知症（11.5）

であったが，18年度は認知症（12.6），悪性新生

物（12.2），脳血管疾患（12.0）となった。女

性は13・14年度が関節疾患（19.6），認知症

（13.1），骨折・転倒（9.5）であったが，18年

度は関節疾患（17.9），骨折・転倒（13.8），認

知症（12.0）であった。13・14年度に記載がなかっ

た高齢による衰弱が男女ともに18年度には認められ

た。

12疾病群以外のその他の主な疾病は表 4 に示すと

おりであり，補正後の有意水準で統計学的有意差は

認められなかった。
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表 性別原因疾病

男 性 女 性

13・14年度
(n＝1,551)

n ()

18年度
(n＝1,023)

n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
(n＝2,538)

n ()

18年度
(n＝1,515)

n ()

x2 検定
有意確率

脳血管疾患 183(11.8) 123(12.0) 0.863 198(7.8) 85(5.6) 0.008

心疾患 164(10.6) 106(10.4) 0.864 180(7.1) 107(7.1) 0.972

悪性新生物 239(15.4) 125(12.2) 0.023a 187(7.4) 103(6.8) 0.496

呼吸器疾患 105(6.8) 64(6.3) 0.607 62(2.4) 37(2.4) 0.999

関節疾患 136(8.8) 97(9.5) 0.537 498(19.6) 271(17.9) 0.173

認知症 179(11.5) 129(12.6) 0.413 333(13.1) 182(12.0) 0.306

パーキンソン病 33(2.1) 26(2.5) 0.492 50(2.0) 25(1.7) 0.465

糖尿病 72(4.6) 55(5.4) 0.400 90(3.5) 62(4.1) 0.376

視覚・聴覚障害 5(0.3) 8(0.8) 18(0.7) 6(0.4) 0.209

骨折・転倒 54(3.5) 53(5.2) 0.035a 241(9.5) 209(13.8) ＜0.001

脊髄損傷 9(0.6) 3(0.3) 0(0) 0(0)

高齢による衰弱 0(0) 2(0.2) 0(0) 4(0.3)

その他 387(25.0) 236(23.1) 0.275 700(27.6) 433(28.6) 0.492

多重検定 BH 法の 5水準で有意差あり，多重検定 BH 法の 1水準で有意差あり

a 多重検定 BH 法の 5水準で有意差なし

5 人以下の群がある疾病に関しては検定を実施せず

表 その他の主な原因疾病

男 性 女 性

13・14年度
(n＝1,551)

n ()

18年度
(n＝1,023)

n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
(n＝2,538)

n ()

18年度
(n＝1,515)

n ()

x2 検定
有意確率

高血圧 90(5.8) 47(4.6) 0.181 240(9.5) 135(8.9) 0.562

精神疾患 31(2.0) 16(1.6) 0.420 116(4.6) 59(3.9) 0.306

消化器疾患 51(3.3) 29(2.8) 0.517 87(3.4) 43(2.8) 0.303

腎疾患 62(4.0) 29(2.8) 0.118 38(1.5) 27(1.8) 0.485

骨粗鬆症 4(0.3) 3(0.3) 70(2.8) 25(1.7) 0.024a

動脈硬化性疾患 28(1.8) 17(1.7) 0.786 16(0.6) 10(0.7) 0.909

脂質代謝異常 4(0.3) 5(0.5) 38(1.5) 25(1.7) 0.703

a 多重検定 BH 法の 5水準で有意差なし

5 人以下の群がある疾病に関しては検定を実施せず
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年代別の原因疾病は表 5, 6 に示すとおりであ

り，男性で比率が最も高かったのは，65～74歳では

13・14年度，18年度ともに脳血管疾患であり，75～

84歳では13・14年度は悪性新生物であったが，18年

度は認知症であった。悪性新生物は16.7から

12.2となっていたが，補正後の有意水準では統計

学的有意差は認めなかった（P＝0.030）。85歳以上

は両調査年度とも心疾患で不変であった。男性の骨

折・転倒は，75～84歳で3.7から5.2（P＝0.196），

85歳以上で4.0から7.1（P＝0.066）と変化して

いたが統計学的な有意差は認められなかった。

女性で最も多かった原因疾病は65～74歳，75～84

歳では関節疾患であり，両調査年度で不変だった。

85歳以上では13・14年度では関節疾患であったが，

18年度では骨折・転倒が最多となった。骨折・転倒

は65～74歳で6.4から11.3（P＝0.024），75～84

歳は9.6から13.0（P＝0.019），85歳以上では

11.0から15.9（P＝0.008）と比率が変化してい

たが，補正後の有意水準では統計学的有意差は認め

られなかった。また，75～84歳で脳血管疾患が

6.8から4.4に変化していたが，補正後の有意水

準で統計学的有意差は認められなかった（P＝0.027）。

要介護重度群における調査年度間の比較は表 7 に

示すとおりであり，女性は脳血管疾患が15.5から
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表 年代別原因疾病 男性

65～74歳 75～84歳 85歳以上

13・14年度
n＝351
n ()

18年度
n＝207
n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
n＝780
n ()

18年度
n＝477
n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
n＝420
n ()

18年度
n＝339
n ()

x2 検定
有意確率

脳血管疾患 65(18.5) 41(19.8) 0.708 94(12.1) 54(11.3) 0.697 24(5.7) 28(8.3) 0.168

心疾患 23(6.6) 10(4.8) 0.405 75(9.6) 51(10.7) 0.537 66(15.7) 45(13.3) 0.344

悪性新生物 64(18.2) 36(17.4) 0.802 130(16.7) 58(12.2) 0.030a 45(10.7) 31(9.1) 0.474

呼吸器疾患 16(4.6) 6(2.9) 0.330 51(6.5) 38(8.0) 0.338 38(9.0) 20(5.9) 0.105

関節疾患 18(5.1) 15(7.2) 0.306 70(9.0) 49(10.3) 0.446 48(11.4) 33(9.7) 0.452

認知症 34(9.7) 24(11.6) 0.476 92(11.8) 68(14.3) 0.204 53(12.6) 37(10.9) 0.470

パーキンソン病 12(3.4) 12(5.8) 0.181 16(2.1) 12(2.5) 0.588 5(1.2) 2(0.6)

糖尿病 15(4.3) 11(5.3) 0.573 42(5.4) 22(4.6) 0.545 15(3.6) 22(6.5) 0.063

視覚・聴覚障害 0(0) 0(0) 4(0.5) 6(1.3) 1(0.2) 2(0.6)

骨折・転倒 8(2.3) 4(1.9) 29(3.7) 25(5.2) 0.196 17(4.0) 24(7.1) 0.066

脊髄損傷 3(0.9) 1(0.5) 5(0.6) 2(0.4) 1(0.2) 0(0)

高齢による衰弱 0(0) 0(0) 0(0) 1(0.2) 0(0) 1(0.3)

その他 94(26.8) 47(22.7) 0.285 177(22.7) 94(19.7) 0.212 116(27.6) 95(28.0) 0.902

a 多重検定 BH 法の 5水準で有意差なし

5 人以下の群がある疾病に関しては検定を実施せず

表 年代別原因疾病 女性

65～74歳 75～84歳 85歳以上

13・14年度
n＝452
n ()

18年度
n＝238
n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
n＝1,275
n ()

18年度
n＝729
n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
n＝811
n ()

18年度
n＝548
n ()

x2 検定
有意確率

脳血管疾患 43(9.5) 21(8.8) 0.767 87(6.8) 32(4.4) 0.027a 68(8.4) 32(5.8) 0.078

心疾患 11(2.4) 7(2.9) 0.691 84(6.6) 47(6.4) 0.902 85(10.5) 53(9.7) 0.628

悪性新生物 59(13.1) 28(11.8) 0.628 89(7.0) 52(7.1) 0.898 39(4.8) 23(4.2) 0.596

呼吸器疾患 12(2.7) 4(1.7) 32(2.5) 15(2.1) 0.520 18(2.2) 18(3.3) 0.230

関節疾患 105(23.2) 48(20.2) 0.357 262(20.5) 152(20.9) 0.873 131(16.2) 71(13.0) 0.104

認知症 33(7.3) 18(7.6) 0.900 188(14.7) 92(12.6) 0.187 112(13.8) 72(13.1) 0.723

パーキンソン病 20(4.4) 7(2.9) 0.339 23(1.8) 14(1.9) 0.852 7(0.9) 4(0.7)

糖尿病 19(4.2) 11(4.6) 0.798 40(3.1) 27(3.7) 0.497 31(3.8) 24(4.4) 0.609

視覚・聴覚障害 1(0.2) 0(0) 12(0.9) 4(0.5) 0.342 5(0.6) 2(0.4)

骨折・転倒 29(6.4) 27(11.3) 0.024a 123(9.6) 95(13.0) 0.019a 89(11.0) 87(15.9) 0.008a

脊髄損傷 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)

高齢による衰弱 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 4(0.7)

その他 124(27.4) 67(28.2) 0.841 343(26.9) 201(27.6) 0.746 233(28.7) 165(30.1) 0.584

a 多重検定 BH 法の 5水準で有意差なし

5 人以下の群がある疾病に関しては検定を実施せず
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8.4に減少し（P＝0.001），骨折・転倒が10.5か

ら17.7に増加し（P＝0.002）いずれも補正後の有

意水準で統計学的有意であった。

女性の骨折・転倒に関しては介護度軽度群におい

ても13・14年度の9.2から18年度の12.5と増加

を認め，補正後の有意水準で統計学的有意であった

（P＝0.004）。

 考 察

初回の調査から 5 年が経過し，地域の65歳以上人

口は男女ともすべての年齢階級で増加し6)，18年度

の新規要介護認定者の平均年齢も男女とも上昇し

た。新規認定者の調査期間の中間時点での年齢階級

別人口を用いた対人口比率は65～69歳で13・14年度
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表 介護度重度群の原因疾病

男 性 女 性

13・14年度
(n＝504)
n ()

18年度
(n＝341)
n ()

x2 検定
有意確率

13・14年度
(n＝569)
n ()

18年度
(n＝379)
n ()

x2 検定
有意確率

脳血管疾患 81(16.1) 52(15.2) 0.747 88(15.5) 32(8.4) 0.001

心疾患 43(8.5) 26(7.6) 0.637 37(6.5) 22(5.8) 0.663

悪性新生物 112(22.2) 65(19.1) 0.268 65(11.4) 40(10.6) 0.676

呼吸器疾患 38(7.5) 21(6.2) 0.440 15(2.6) 17(4.5) 0.122

関節疾患 20(4.0) 24(7.0) 0.049a 46(8.1) 28(7.4) 0.695

認知症 59(11.7) 39(11.4) 0.904 108(19.0) 54(14.2) 0.058

パーキンソン病 10(2.0) 5(1.5) 20(3.5) 6(1.6) 0.074

糖尿病 14(2.8) 10(2.9) 0.894 15(2.6) 13(3.4) 0.479

視覚・聴覚障害 0(0) 0(0) 5(0.9) 0(0)

骨折・転倒 25(5.0) 23(6.7) 0.272 60(10.5) 67(17.7) 0.002

脊髄損傷 7(1.4) 3(0.9) 0(0) 0(0)

高齢による衰弱 0(0) 1(0.3) 0(0) 2(0.5)

その他 97(19.2) 73(21.4) 0.442 114(20.0) 98(25.9) 0.035a

多重検定 BH 法の 5水準で有意差あり

a 多重検定 BH 法の 5水準で有意差なし

5 人以下の群がある疾病に関しては検定を実施せず
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の男性1.4から18年度1.5，女性は1.3から

1.2と前期高齢者の減少は認められなかったこと

から，高年齢の対象人口が増えたことが新規認定者

の平均年齢の上昇の要因と考えられた。18年度の65

歳以上に対する人口比の新規認定割合の減少は認め

られなかったことから，新規介護認定者の減少は起

こっておらず，今後も高齢者人口増に伴って要介護

者が増加する傾向が続く可能性が示された。

介護度に関しては男女とも要支援 1，2 の比率が

減少し，要介護 1 の比率が増加し，統計学的有意な

差が認められた。要支援者数については全国報告に

おいても2015年頃から増加が抑制されている一方

で，要介護認定の増加傾向が継続していることが報

告されており7)，本研究結果でも全国的な傾向と同

様であることが示された。

要介護原因となる疾病で増加が認められたものは

女性の骨折・転倒であった。統計学的な有意差は認

められなかったものの，65～74歳，75～84歳，85歳

以上のすべての年代において増加傾向にあり，年代

にかかわらず，骨折・転倒のリスクを持つ人が増加

している可能性が考えられた。高齢者の骨折の要因

となっている骨粗鬆症について危険因子としてはや

せ，ビタミン D 不足，運動習慣が挙げられてい

る8)。日本人女性は若年期におけるやせの増加が指

摘されて久しく，全国的に50代までのやせの割合が

高くなっており9)，札幌市においてもやせの割合は

中高年まで高いままで続いている10)。やせと低い骨

密度との関連については若年期11)のみならず，閉経

期前後12)でも報告されており，また BMI が低いこ

とは転倒リスクを高めるという報告もされてい

る13)。骨粗鬆症のリスクであるビタミン D につい

ては，北海道は高緯度のためとくに冬場の紫外線量

がビタミン D 生成に十分でないとされている14)。

ビタミン D 不足は骨粗鬆症のリスクのみならず転

倒との関連も指摘されており15)，紫外線を避けるこ

とが推奨されている中ビタミン D 不足によるリス

クを抱えやすいことが示唆される16)。このほか，札

幌市民の生活習慣として，運動習慣の減少や高齢期

女性の外出頻度の減少も報告されており10)，これら

の生活習慣は転倒のリスク要因といわれていること

から17,18)，こうした複合的な要因により女性の骨

折・転倒の増加につながっていると考えられ，前期

高齢期から骨折・転倒の増加傾向がみられたことか

ら，高齢者のみならず若年期，中高年期からの適正

な体格維持，生活習慣の改善による転倒・骨折予防

対策の強化が必要であると考えられた。

脳血管疾患は18年度の女性で統計学的有意に減少

した。脳血管疾患は全国的に減少傾向にあり19)，疾

病罹患の減少が要介護状態になる人の減少にも影響

しているものと考えられた。

年代別の原因疾病として本研究では後期高齢者を

75～84歳と85歳以上に分けて分析したことにより，

高齢化の影響が明らかになった。男性においては85

歳以上における原因疾病の 1 位が心疾患となってお
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り，年齢とともに増加する心疾患20)が新規の介護認

定にも表れていると考えられ，高齢者人口の増加に

伴って今後も増加することが示唆された。一方女性

は18年度の85歳以上を除いて年代，年度を問わず関

節疾患が最も多い原因であった。また，18年度の85

歳以上で最も多い原因疾病は骨折・転倒であり，ロ

コモティブシンドロームの比重の大きさが改めて示

された。関節疾患は介護度は軽度であることが多い

が，その人数の多さから介護予防対策の重点的な疾

病として予防対策をとることが求められる。

健康寿命延伸対策としては，要介護状態を用いた

健康寿命の算定では要介護 2 から 5 が不健康とされ

ることから21)，要介護 2 以上となる疾病の予防が健

康寿命の延伸には重要である。介護度が重度となる

疾病の比率は男性においては18年度と13・14年度で

統計学的な差は認められず，上位となる疾病も悪性

新生物，脳血管疾患，認知症と変化がなく男性にお

いては引き続き生活習慣病が健康寿命短縮要因であ

ることが示された。高齢者の悪性新生物の罹患は今

後も増加することが予想されているが22)，悪性新生

物が原因となっている要介護者のうち重度となって

いる人は，末期など病状が重篤になっている人が多

いことから2)，重症化する前の早期発見が健康寿命

の維持には重要であると考えられた。一方女性にお

いては，骨折・転倒が最も比率が多くなった。高齢

者の増加に伴って主要な健康寿命短縮の要因の変化

が女性においては顕著に表れていると考えられ，性

差を意識した健康寿命延伸対策が必要であると考え

られた。

本調査分析に関してはいくつかの限界がある。1

つの地域に限定した分析であることから地域の疾病

構造の影響を除外できていない点が挙げられる。調

査対象地域を含む北海道は悪性新生物の罹患率の高

い地域であることから23)，悪性新生物が介護度重度

の認定者中の比率の高さに影響を及ぼし，地域特有

の現象となっている可能性がある。本研究では，新

たに要介護認定を受ける原因疾病を検討したが，軽

度認定者の重度変更は分析対象に含まないことか

ら，介護度が進んだ原因疾病については分析できな

かった。また，13・14年度の分析結果に基づいて重

点的な対策が行われてきており4)，生活習慣病予防

対策の教育啓発を実施しているが，女性の脳血管疾

患の減少にこの対策が与えた影響については本デー

タのみからは明らかにすることができないため，今

後介入の結果に関する研究が必要になると考えられ

た。

 結 語

健康寿命短縮の要因となる原因疾病には悪性新生

物，脳血管疾患の生活習慣病が 5 年前の調査と変わ

らずあげられており，これらの疾病の予防は引き続

き重要であることが示された。女性においては骨

折・転倒が増加しており，予防対策の実施が必要と

考えられた。

本研究のデータ分析にあたりご協力いただきました札

幌市南区保健福祉部の職員の方々に深く感謝いたしま

す。本研究に関して開示すべき COI はありません。
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Changes in trends of diseases requiring long-term care in an aging community

Kyoko TAKAHASHIand Eri TSUKISHIMA2

Key wordsdiseases requiring long-term care, healthy life expectancy, fractures and falls, lifestyle-related
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Objectives The purpose of this study was to identify the changes in trends of leading diseases that require

long-term care within a 5-year period in an area with a rapidly growing aging population.

Methods Data were obtained from newly registered primary insured individuals for long-term care insur-

ance in Sapporo Minami Ward. There were 2,538 participants in FY2018 and 4,089 in FY2013 and

FY2014.

Disorders diagnosed by a primary doctor were categorized into groups using a long-term care

questionnaire survey from the Comprehensive Survey of Living Conditions. The diŠerence in the

frequency of diseases between the survey years was examined using a chi-square test.

Results In men, there was no signiˆcant change in the frequency of diseases that require long-term care

within the 5-year period. In women, the frequency of cerebrovascular diseases signiˆcantly reduced

(7.8 for FY2013 and 2014 vs. 5.6 for FY2018; P＝0.008) and fractures and falls signiˆcantly

increased (9.5 vs. 13.8; P＝0.001).

Regarding the diseases in the severe-level category of long-term care insurance, malignancy was

the most frequent disorder in men, followed by stroke. In women, the frequency of fractures and

falls increased (10.5 vs. 17.7; P＝0.002) and subsequently became the most frequently occur-

ring disorder. Similarly, the frequency of fractures and falls increased signiˆcantly (9.2 vs.

12.5; P＝0.004) in the mild-level long-term care insurance category.

Conclusion For women, fractures and falls increased within the 5-year period, indicating the need to in-

troduce a prompt preventive program. Lifestyle-related diseases such as malignancy and cerebrovas-

cular diseases have become the main reason for shortening a healthy lifespan. This ˆnding highlights

the importance of preventing lifestyle-related diseases.
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